
令和7年度戦略的研究開発知財マネジメント強化委託事業

実施方式 Zoom Webinar

対象 農林水産系の公的研究機関の知財管理に携わる方

プログラム

お申し込み
こちらのフォームからお申し込みください。
https://forms.office.com/e/yNRMrHFGnW スマホからもお申し込

みいただけます→

海外展開の検討前に

知財観点で留意すべ

きポイントをご紹介

海外から開発品種等の技術に関

心が寄せられた際に適切な判断や

対応ができるよう、知的財産や契

約の観点で実務に役立つアドバイ

スをセミナー形式でご提供します。

プログラム①

開催日時 令和8年2月12日（木）13:00～15:00

普及活動における知財との接点と運用

知財部1年生が知りたい知財解説

契約書のひな形を見直すポイント

海外展開の検討前に知財観点で

留意すべきポイント

侵害対応における実務課題

※詳細は裏面参照

公的研究機関の

お悩みサポート

実例ダイジェスト

本年度の個別ネットワーク活動の

過程で、公的研究機関から多く

寄せられた課題と、それに対する

弁護士の助言を、実例ベースのダ

イジェスト版でお届けします。

プログラム②

開催概要

参加費

無料

プログラム①

プログラム②

第2回農林水産研究における

知財マネジメントセミナー

第2回農林水産研究における

知財マネジメントセミナー

https://forms.office.com/e/yNRMrHFGnW


セミナーについて（申込等）

セミナー事務局：有限責任監査法人トーマツ

Tel： 03-6213-1251

Email：agri-chizai@tohmatsu.co.jp

事業や施策について

農林水産省農林水産技術会議事務局研究企画課

Tel： 03-3502-7436

Email：gikai_chizai@maff.go.jp

■問い合わせ先

早川 尚志 弁護士・弁理士
さくら国際特許法律事務所
【経歴】
➢ 弁護士知財ネット農水法務支援チーム（2016年～）

➢ 農林水産技術会議「知財マネジメント強化事業」における複数の県の公設試験場における相談対応（2020年～）

➢ 農林水産省補助事業「農業知的財産保護・活用支援事業」における農業知財マネジメント研修講師（2024年～）

➢ 農業知財総合支援窓口 窓口専門家（2025年～）

➢ 日弁連知財センター農水法務支援PT（2025年～）

【著書】
➢ 農林水産関係知財の法律相談Ⅰ・Ⅱ（共著）、青林書院（2019年）

講演：海外展開の検討前に知財観点で留意すべきポイントプログラム①

公的研究機関のお悩みサポート実例ダイジェストプログラム②

４つのテーマの個別ネットワーク活動の過程で公的研究機関から多く寄せられた課題について、弁護士が解

説します。また、参加機関の実務的な悩みや事例、ネットワーク活動で得られた気づきを共有します。

• 平井佑希 桜坂法律事務所 弁護士・弁理士
• 佐賀県

研究機関が開発した品種等の技術や、農家

の技術を横展開する際の知財実務（ライセン

ス契約、ノウハウ管理等）について、参加者

共通の悩みと法的な助言を紹介します。

• 外村玲子 中村合同特許法律事務所 弁護士・弁理士
• 羽鳥貴広 長島・大野・常松法律事務所 弁護士
• 農研機構 生研支援センター

種苗法・契約・商標等について、勉強会の中

で参加者から質問が多かったポイントを厳選

し、わかりやすく解説します。

• 池田幸雄 法律事務所 LAB-01 弁護士・弁理士
• 三重県

契約書のひな形を見直す際のポイントや、今

回の活動に参加した機関が実際にどのような

見直しを行ったかについて、紹介します。

普及活動における知財との接点と運用
テーマ①「普及活動に係る知的財産の取扱い」

知財部1年生が知りたい知財解説
テーマ②「知財部1年生向け勉強会」

契約書のひな形を見直すポイント
テーマ③「ひな形を見直す会」

侵害対応における実務課題
テーマ④「侵害対応」

• 松本好史 三宅法律事務所 弁護士・弁理士
• 大堀健太郎 法律事務所 LAB-01 弁護士・弁理士
• 公益財団法人東京都農林水産振興財団
• 和歌山県

育成者権等の侵害について、公的研究機関

が対応する際のポイントを法的観点から解説

するとともに、実務者の体験談や現場課題を

紹介します。

海外から自組織の品種や技術を「使いたい」とオファーが届いた際、どこから検討を始め、何を決めるべきか―。

種苗法の改正や海外産地展開のメリットが広がる今、県等の公的機関の育成品種に対する海外からのオ

ファーへの対応は、知的財産の保護と活用の観点から極めて重要です。

本セミナーでは、実務で押さえるべき基本手順と検討ポイントを、最新の法制度や事例を交えながら分かり

やすく解説します。


